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学校プール整備方針策定に向けた検討について 

 

１ 背景・目的 

  本市の小中学校に整備しているプールは、全てが屋外に設置されていること

から、近年の猛暑による熱中症のリスクが高まっており、これまで以上に安全

面への配慮が必要となっています。猛暑日等の場合は、熱中症のリスクを考慮

して水泳授業を中止することとなり、水泳授業の開始時期を早めるなどの対応

を取っているものの、年間指導計画どおりの実施に苦慮する状況が長年続いて

います。 

  また、施設面でも、多くのプールは校舎等と同様に整備後５０年以上が経過

し、更新が必要な時期を迎えようとしています。 

  これらの状況を踏まえて、令和７年１月に策定した「第２次府中市学校施設

改築・長寿命化改修計画」では、学校プールの屋内化・集約化を検討すること

としており、今回、学校プール整備方針の作成に向けた検討状況ついて、次の

とおり示すものです。 

 

２ プール施設の整備状況 

 (1) 学校プール 

   小学校は基本的に地上部平置きですが、改築校の三小、六小及び八小では

屋上に設置しています。また、中学校のうち、一中から八中までは重層体育

館または武道館の屋上に設置しており、その他の中学校は地上部平置きとな

っています。 

 (2) 市内公共プール 

   市内には、屋外プールとして、市民総合プール、美好水遊び広場、市民プ

ール及び西府プールの４か所、屋内プールとして、生涯学習センタープール

の１か所、計５か所のプール施設を設置しています。 

   公共屋外プールについては、平成２９年１月に策定した「学校施設の更な

る活用と地域プールの見直しに係る基本方針」において、市民総合プール及

び美好水遊び広場に集約を行う方針としており、市民プール及び西府プール

は、令和８年度を目途に市民ニーズを見極めながら、施設の存続可否などを

検討することとしています。 

   また、市内唯一の屋内プールである生涯学習センタープールについては、

令和６年１０月に策定した「府中市文化・スポーツ施設配置等適正化計画」

において、プールを含む体育機能について、府中基地跡地留保地周辺エリア
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に移転する総合体育館と統合することとしており、新総合体育館の規模や機

能等を検討する中で、プールの在り方を検討することとしています。 

 (3) 民間プール等 

   市内には、セントラルスポーツ府中、コナミスポーツクラブ府中の民間施

設２か所が屋内プールを保有しています。また、近隣市では、スポーツクラ

ブＮＡＳ聖蹟桜ヶ丘（多摩市）やルネサンス西国分寺（国分寺市）などの民

間プールのほか、東京都の施設として、武蔵野の森総合スポーツプラザ（調

布市）があります。 

 

３ 新たな取組の検討 

 (1) 屋内化の必要性 

   近年の猛暑による熱中症リスクの高まりから、これまで以上に安全面への

配慮が必要となっている状況において、年間指導計画に基づく水泳授業を安

定的に実施するためには、今後の学校プールの整備については屋内プールを

前提とした検討を進める必要があります。 

 (2) 集約化の必要性 

   屋外プールの整備には約２億円の建設費がかかりますが、屋内プールを整

備する場合、約７～８億円の建設費がかかります。また、施設の耐用年数で

ある６０年間のライフサイクルコストを比較すると、屋外プールが約４～５

億円であるのに対し、屋内プールは約３５億円の費用が掛かります。 

   屋内プールの整備を想定する場合、財政負担を考慮すると、全ての学校に

整備するのではなく、複数の学校を対象とした拠点を設けるなど、集約化を

図る必要があります。 

 (3) 民間プール等活用の可能性 

   市内及び近隣市には、民間や都が運営する屋内プールが多数あります。他

市においては民間等のプールを活用する事例が増えており、本市でも令和６

年度に三小で民間屋内プール（セントラルスポーツ府中）を活用した水泳授

業をモデルケースとして実施しています。このことから、今後も民間事業者

との連携を図り、民間プールを活用した水泳授業の実施が検討できるものと

考えます。 

   また、本市の公共屋内プールとして生涯学習センタープールがありますが、

施設の統合が予定されていることから、今後、新総合体育館に屋内プールが

整備される場合には、当該施設の活用の可能性についても検討の余地がある

ものと考えます。 

 

４ 取組により期待する効果 

 (1) 計画的な水泳授業の実施 

   学校プールを屋内で整備することで、天候等に左右されず、年間指導計画



 

に基づく水泳授業の確実な実施が可能になると考えます。 

 (2) プールの維持管理等に係る教職員の負担軽減 

   既存の学校プールは、日常管理を学校の教職員が担っていますが、民間プ

ール等を活用する場合は外部のプールを使用することから、教職員による日

常的な施設管理は不要となります。 

   また、屋内プールを整備する場合、屋外プールにはない空調、換気、照明

等の設備の維持管理が発生しますが、民間事業者による施設の維持管理を検

討することで、教職員による施設の維持管理は不要となることが見込まれま

す。 

 (3) 水泳指導の安全管理 

   水泳授業においては、複数の教員や指導補助により十分な人員を配置し、

安全管理を徹底しています。民間プールの活用等を実施する際は、教職員が

行う水泳指導に当該事業者のインストラクターが補助として入ることができ

るなど、児童・生徒の安全管理の更なる徹底が図れるものと考えられます。 

 

５ 検討の方向性 

  近年の環境変化への対応や本市のこれまでの取組等を踏まえ、今後の検討の

方向性は次のとおりとします。 

 (1) 学校の改築に当たり、新たな屋外プールは整備しないこととする。 

 (2) 民間事業者及び市関係部署との連携を図り、民間及び公共屋内プールの活

用を進める。 

 (3) 民間プール等の活用状況を踏まえ、必要に応じて屋内拠点プールを整備す

る。 

 (4) (2)及び(3)について、学校プール整備方針を踏まえた実施計画を策定し、取

組を推進する。 

 

６ 今後の取組予定 

  本年６～７月頃を目途に児童生徒及び保護者を中心とした意見聴取を行い、

その結果を踏まえた基本方針（案）を作成し、７月または８月の教育委員会定

例会で報告を予定しています。 


